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論　文

シュンペーターと経済社会学（9）

東　條隆　進†

第一章　経済学の方法

　1．経済学の構造

　2．理論における「前提」について

　3．シュンペーター体系における「抽

　　象」について

　4．r理論経済学の本質と主要内容」に

　　おける「抽象」の問題（以上Vol．1）

　5．純粋経済学の論理構造（以上Vol．2）

第二章　シュンペーター体系の思想的前提

　1．『経済発展の理論』における「純粋

　経済学」の意味

　　a．「一定の条件に制約された経済の

　　循環」の論理構造（Vol．3）

　　b．「発展」過程で「純粋経済学」的

　　であるということ

　2．合理性ということ

第三章　発展の根本現象

　1．経済空間

　2．経済時間

　3．企業と市場の相乗的拡大（以上
　　Vol．4）

第四章　資本主義発展の本質

　1．資本と利潤の概念

　2．近代的信用体系と金融市場の成立

　3．資本主義の定義と革新の過程（以上

　　Vol．5）

　4．資本主義と利子の問題（以上Vol．6）

第五章　恐慌と景気変動

　1．恐慌の問題

　2．資本主義の現象形態としての景気変

　　動（以上Vol．7）

　3．景気循環と「企業家」の群起について

　4，資本主義経済におけるモデルの性格

　　a．常識兆候学

　　b．均衡経済学と景気変動研究

　　c．モデルの働き　　　（以上Vol．8）

第六章　歴史過程としての景気循環

　1．第一次世界大戦の経済的帰結

　2．戦後のドイツの状況

　3．戦後のイギリスの状況

　4．戦後のアメリカの状況

　5．1920年代のイノベーション

　　　　　　　　　　　　　（以上本号）

第六章　歴史過程としての景気循環

　シュンペーターは資本主義過程に三つの大景

気波動としてのコンドラチェフ波動があるとし

た。

　第一は通常「産業革命」と呼ばれてきたもの

で1787年～1842年まで続いた綿織物と製鉄・製

鋼産業の勃興過程としての第一コンドラチェフ

波動である。

　第二は1843年～1897年まで続いた鉄道化（ブ

ルジョワ合理主義）の時代としての第ニコンド

ラチェフ波動である。

　第三は1898年～1940年代まで続いた電気産業

（新重商主義コンドラチェフ）を中心とする第

三コンドラチェフ波動である。

　本論は第三コンドラチェフ波動の解明を中心
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とする。

　最初に問題となるのが1898年から1913年夏で

の第一次世界大戦前の景気循環である。（1．A．

Sckumpeter（1939），邦訳H．596ページ）

　第一次世界大戦前の16年間は第三コンドラ

チェフの好況期よりも若干長い期間，すなわ

ち，第一ジュグラーの全体と第ニジュグラーの

約半分の期間にわたっている。第三コンドラ

チェフを電気に関連させることができる。ここ

で注意すべきは，第一に，それは点火だけに関

係し，この時期のすべての経済変動が電気に負

うことを意味しない。第二に，量的にきわめて

重要な発展は，第ニコンドラチェフをになった

革新の単なる継続か，または新しいものの衝撃

によって誘引されたその継続であるか，のいず

れかであったということ，第三に，電気がただ

一つの新しいものではなかったのであって第一

義的な重要性をもつ他のいくつかのものは電気

と無関係であったということ，最後に電気は40

年前にさかのぼる産業の前史を持っていたので

あり，その発明としての歴史は少なくともヴォ

ルタにまでさかのぼるものである。1890年代後

期にみられる電力発電は，全産業部門に普及

し，もともとコンドラチェフ好況期と呼ばれる

ものを生みだし，この時期の継続的な景気状況

に，基本的輪郭線をきざみ，この景気状況の統

一的傾向を与えるのに十分であった。電力の生

産は1899年に31億5千キロワット時であった。

1914年には196億5，200万キロワット時であっ

た。

　今世紀に入って，長距離電導，三相交流，蒸

気タービンの普及，水力電動機の改良，たえず

増加する発電能力をもつ水力・火力発電所の建

設，個々の産業上の消費者の自家用発電所にた

いする大発電所の勝利がこの時期の主要な特徴

となった。そしてまた第一次世界大戦後のコン

ドラチェフ後退期と不況期にもより大きな規模

で存続した。諸産業がこの新しい動力供給を利

用し，それにもとづいて膨張した。綿織物業，

製紙業，金属工業および化学工業などは電気設

備を施した。製鉄所は火力発電用にその溶鉱炉

のガスを利用した。鋼鉄業は電力料金の低下に

よって電力を利用した。電力設備はジェネラ

ル・エレクトリックやウェスティングハウス会

社によって，生産された。

　自動車工業は，既存の資源ばかりでなく，既

存の技術をも新用途に転用する企業者業績を生

み出した。ルノワールニオットーの内燃機関，

互換可能部品原理，鋼鉄の発展と近代的な機械

工具によって提供される可能性を新用途に転用

した。自動車工業は，その初期には金融方法の

たんなる的であった。それ自体の生産過程は信

用（例えば60日から90日までの清算勘定で）購i

噛した中間財を組み立てることにあった。従っ

て，出てくる生産物は現金で売られ，直接に自

己金融することができた。のちになって，小売

業者，または小売業者に金融する機関が，その

消費者への販売ばかりでなく，消費者への引き

渡しに先立って送金することによって，この

ギャップを埋めることとなった。製造業者は全

然銀行から借りる必要なしに，インフレーショ

ンに等しい預金膨張を可能にした。革新のため

の信用創造を隠れた形で遂行できた産業であっ

た。

　組み立て生産の問題はドイツとフランスで解

決された。G．ダイムラーやK．ベンツは80年

代に，エルウッド・ヘインズやC．デュリーと

F．デュリー，R．　E．オールズは1894年まで
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に，A．ウィントンは1894年に車を作った。ア

メリカの会社登記は1899年に総計8，624であ

り，1900年にはデトロイトのオールズ・モー

ター製作所が大量生産に入り，1903年前4，000

台生産した。フォードは1903年に法人組織に達

した。フォードは大衆用の軽量かつ安価な四汽

筒フォード車の形で生産した。1908年にジエネ

ラル・モータースは，銀行業者が，これまでは

全くその勢力範囲の外にあったし，実質的には

大戦まで同じ状態であったこの分野に，入り込

む最初ゐ機会を提供した。

　石油産業はほとんどガソリン機関の付属産業

になった。1899年には，蒸溜所での原油の12．8

％だけがガソリン生産に回り，灯油が57．7％占

めていた。その後ガソリンの比重が急速に高

まった。精製業の付加価値は1899年から1914年

にかけて約2，100万ドルから7，100万ドルに増加

した。原油の生産高は1897年から1913年まで約

6，000万バーレルから2億5，000万バーレルに増

加した。試掘法，非常な深部までの虚血，ガス

と水圧による油田の合理的処理，に進歩が見ら

れた。

　セメント工業は第ニコンドラチェフに勃興

し，1880年代産出量の増加が始まった。1897年

には約270万バレルが生産され，1914年頃は産

出高は8，800万バレルを越えるようになった。

　この時期のすべての産業過程は，鉄と鋼鉄の

発展の中に反映されている。しかし，この時期

は1880年代の過程よりもはるかに少ない程度

に，鉄と鋼鉄に先導された。顕著な技術進歩は

鋼鉄に生じた。平炉法，屑鉄の使用，塩基性鋼

鉄，合金が主たる項目である。ベスレヘム鋼鉄

が関係する発展はこの時期に現れた。機械工場

用や，種々様々の用途，自動車，鉄道，石油繋

井機などのための高速度鋼鉄切削が一役を演じ

始めた。しかしこの産業はすでに過去の産業に

すぎないものとなっていた。この中で真に新し

いものは合金であった。80年代鍛造に成功が

あった。

　銅鉱業はアメリカでは1860年代までに相当の

発展を遂げた。1899年に銅の大ブームがあり，

1904年から1906年までに次のブームがあった。

このブームは電機産業の発展と後の自動車産業

の発展に負った。1880年代アルミニウム産業が

発展することになった。90年代価格下落に伴っ

て建築用の大量生産が可能になった。鉄道，自

動車，電気器具，食品工業や化学工業などでの

使用がこの時期に始まった。

1．第一次世界大戦の経済的帰結

　シュンペーターは「景気循環論』の目的の一

つに「第一次世界大戦にさきだつ130年間につ

いて分析された資本主義発展の循環過程が戦後

期に存続したということがどの程度まで証明で

きるかという問題に答えることであり，またわ

れわれの模型が，この期間の諸条件下に，また

この期間についてのヨリ豊富な材料をもってし

て，どのようにはたらくかを知ることであ

る……最初に世界恐慌にさきだつ期間をとりあ

つかい，世界恐慌については別の章で評論する

のが便利であろう。」といった。（IV．1023ペー

ジ）

　もし資本主義発展の循環過程が戦後期にも存

続したと考えることができるなら，とうぜん世

界恐慌期にも資本主義過程が貫徹したと考えら

れる。コンドラチェフ波動とジュグラー循環と

キッチン循環の統合過程として世界恐慌を説明

することができるはずである。
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　シュンペーターは1914年から1918年目での期

間を一ドイツについては1918年から1923年ま

での期間を一除外する。その理由はこの期間

が『外的要因』によって支配されているからで

ある。もちろんこの外的要因は戦後期を通じて

重要な役割を演じ続けた。それゆえ循環図式中

に戦後期をあてはめ，そこからでてくる予想

を，観察された事実と比べることによって判断

することである。世界恐慌にいたるまでの戦後

期は二つの不完全なジュグラー循環の基底を流

れる第三コンドラチェフ波動の後退期および不

況期に渡っている。もし変動が戦前と同じ動き

をするなら，ジュグラー循環はコンドラチェフ

波動の第三番目と第四番目になるはずである。

第三番目のジュグラーはコンドラチェフ波動の

後退段階を終結させ，第四ジュグラーは不況段

階上にあるはずである。しかも不況を終結はさ

せないはずである。そしてコンドラチェフ波動

とジュグラー循環の上に重ねられたキッチン循

環が識別されるはずである。そしてこれらすべ

ての波動と循環の基底に産業過程の歴史的事実

が関連づけられているはずである。

　歴史過程は三段階に分けられる。第一は休戦

から1924年（ロンドン会議，ドーズ案）までの

時期，第二は締結された協定が広く信頼され，

効力をもつた時期（ドーズ案から1927年までの

時期），第三は摩擦が増加し，世界恐慌のただ

中でフーバー・モラトリアムとなり，のちに賠

償や連合国間の負債の事実上の清算がなされた

時期である。

　第一の時期はドイツの戦後インフレーション

の時期と一致する。アメリカの景気状況は国際

的状況にほとんど左右されずかえって有利にさ

え作用した。これに反してイギリスは非常な痛

手を受けた。イギリスのドイツ向け輸出は1924

年以降でさえ，1913年の輸出額よりも三分の一

だけ減少した。イギリスの「最良の顧客」との

困難な関係が1921年の不況やその後の回復の不

十分さをも説明できるほどである。第二の時

期，世界はドイツの輸出問題にたいして誤った

対応をした。アメリカを中心とした信用体系が

作用せずその過ちを隠すために金通貨体系に逃

げ道を求めた。「アメリカ資本輸出」は最も正

常な状態の下で資本輸出が作用するようには作

用しなかったが，国際政治関係から生じた支払

いの混乱を抑制する作用は果たした。アメリカ

の資本輸出は多くの国の危機を救ったが，アメ

リカ本国の危機を生まなかった。アメリカはア

メリカに流入し続ける短期残高のみならず，経

常勘定においても債権国であり続けた。「政治

的トランスファー」はドイツを別にすれば重要

な役割を世界経済に及ぼさなかった。ドイツの

場合でさえドイツからのトランスファーより

も，ドイツへのトランスファーが大きな問題を

引き起こした。このような問題は第三の時期，

つまり短期残高でおびえていた時の世界恐慌勃

発まで，部分的には政治的理由からであるけれ

ども，あてはまる。とはいえ，保護主義の風潮

とロカルノの雰囲気の消滅によって強められた

り現れたりしたが，これらの現象の背後から進

行していたより基底的な経済過程はすでに現れ

ていた。

　世界大戦が作り出した国際金融問題の解決が

不十分であり，こうした解決がさらに世界恐慌

を引き起こした原因の一つであるが，この経済

的帰結そのものがあの時代の政治的環境から生

じたものであった。銀行業者はそのような解決

を求めた。これらの事態にかかわった関係諸国
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はこの事態を承認することを好まなかった。関

係諸国はこの事態を解決しようと試みて作り出

した機構が働くことを好まなかった。したがっ

てこの解決の仕方を無効にしてしまった。この

解決方法自体はブルジョワ的基準からしたなら

平和時に不合理ではなかったはずのものであ

り，成功すると期待することは間違いではな

かったはずのものである。それは健全な経済学

に属するものであった。金通貨でさえ，貿易上

の障害，財政政策，社会的・軍事的支出および

高貨幣賃金への固執が金通貨の機能を阻害し，

短期資本が追い立てられて兎のように盲目的に

流通させられたがゆえに，金通貨の機能が挫折

した。。この時期自由放任主義に問題の解決を

求めることはすでに馬鹿げたことであったが，

世界大戦やヴェルサイユ条約と同じように基底

的経済過程の動きと区別すべき経済外的現象に

過ぎないものであった。

　世界大戦の及ぼした影響の他の部分について

もいえる。ニュージランドのような国々での戦

時需要は，正常な状況では手に負えないような

拡張を引き起こした。投機的行為を別にしても

整理を必要にしたことは明らかである。整理は

1921年に始まり，異常な破産を伴いながら世界

恐慌に突入した。恐慌までは，世界の多くの地

域での保護，借入，好況の発生がこの過程を和

らげ，イギリスに追加的取引を生み出したが，

恐慌になると信用の凍結が生じ経済的困難さを

さらにひどいものにした。他の地域では，戦争

が産業上の拡大を促進し，世界経済に占める北

西ヨーロッパの地位の低下に貢献した。熱帯地

方での土着資本主義の興隆が適例である。ロシ

アの崩壊とボルシェヴィスト治下の発展は複雑

である。もしこの出来事がその他の点で正常な

世界で起こったならドイツやイギリスの経済循

環過程に大きな影響を与えたであろう。しかし

この時期におこった世界的変動の中でその効果

の意義は見失われた結果，ロシアでの新事態へ

の特別な適応の必要性といったものは必要では

なかった。もちろん全世界の国際取引はロシア

の再建と拡張が他の事情の下でなら提供したで

あろう刺激なしに済ませなければならなかっ

た。ロシアでのフランスの投資損失がなけれ

ば，賠償と連合国間の負債問題はずっと容易で

あったろう。

　戦後世界を覆った保護主義の問題がある。戦

後の数年間，関税，禁止，割当制その他の保護

主義の兵器庫から取り出した武器が経済戦争継

続ののための一般的な計画のための要素となっ

たことは間違いない。戦後の経済状況下での産

業や貿易の二二は困難な課題であり，突然の変

動にさらされた。保護関税が悪循環過程での崩

壊を避けるための手段であった。マッケンナ関

税，フォードネー＝マッカンバー法でさえも，

このような観点で見なければならない。とくに

世界恐慌期にはこのことがあてはまる。新たに

制定された通貨制度の崩壊期にとくにあてはま

る。

　しかし実際は1924年から1928年までの期間，

貿易をヨリ自由化するという方向に前進した。

若干の国々は関税を引き下げ，特別関税は金条

項によって補償されない原価によって自動的に

引き下げられた。いくつかの障壁が取り払われ

た。しかしそれ以上の試みはなされなかった。

激しい変動や手に負えない戦時経済の残津の下

では変革は困難であった。通貨の不平等な減価

は不平等な安定化にとって代わられた。この不

平等な安定化は，ある場合には法貨単位を過大
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に評価し，他の場合には過少に評価するという

過ちに導いた。政治的支払いは自由貿易の視点

からしても貿易黒字になるような仕方で追求さ

れた。とくにドイツの場合がそうであったが，

ドイツに限られなかった。「国家主義」が強く

なり，国家主義は産業発展のためならばどんな

犠牲でも払う用意があった。しかしそれだけで

あった。

　イギリス，アメリカ，ドイッーナチスが政

権を握るまでの一といった大国では自由主義

の原理が変更されたということはなかった。イ

ギリスでは1932年まで自由貿易原理が遂行され

た。国際貿易量は戦前の趨勢で発展し得るとは

考えられなかったのであるから，「アウタル

キー」もそれぞれの国の技術的進歩の結果にす

ぎなかったと考えるべきである。。保護主義は

この時期の不況も好況も強めなかったし，不調

整の原因を作り出したともいえない。それゆえ

保護主義的障害にこの時期の困難を求めるべき

ではない。

2．戦後のドイツの状況

　ドイツから始めよう。1925年時のドイツは

1918年と1919年の社会民主党の断固たる行動で

社会的崩壊の危険性は防がれた。社会民主党は

資本主義社会における支配的な政治的権力とい

うジレンマに立たされた。資本主義社会の政治

的機関が完全に閉鎖された時に同党はドイツ社

会を救ったが，同党の原理からして資本主義的

な論理に従ってドイツ社会を運営するというこ

とはできなかった。その結果，経済政策は社会

主義的意味でも資本主義的意味でも合理化され

得なかった。労働本位主義はだれをも恐れさせ

たがだれをも満足させなかった。国家的破滅の

危険性はドーズ案に含まれている侵略にたいす

る保証によって防がれた。経済的行きづまりは

ドイツに注がれた信用によって防がれた。イン

フレーションによる道徳的混乱の危険性は金本

位制度の均衡化政策によって防がれた。

　しかし対外投資と海外での産業上・商業上の

地位の喪失はドイツ経済に不均衡をもたらし

た。ドイツの産業は旧式のまま戦後を迎えた。

この生産装置はインフレーションからの逃避だ

けを目的とした投資をしたためにいっそう被害

を被った。価値と経済構造との両方の修正から

生じた恐慌は累進的インフレーション過程で生

じざるをえなかった。1925年から1928年にかけ

てのドイツの状況は外国の信用によって，国際

貿易上の障害が小さかったことによって，世界

の通貨秩序が比較的秩序だっていたことによっ

て安定していた。ドイツ産業はその国際的地位

の弱体化から外国の企業との競争を避けるため

に外国企業との協力関係を重視した。しかし経

済の「安定化」がドイツ産業に不利に作用し

た。イギリスやアメリカに比べてドイツでは産

業投資はより危険であった。そして外国資本の

流入が1929年になって止んだとき危険が深刻に

なった。経済の相互的な規制という悪循環が生

じ，債権国が債務国に課した義務に対応するこ

とが不可能になった。

　しかし外国信用が流入しつづける限り，賠償

勘定のトランスファーにともなう困難さを解消

した。インフレ後の連邦予算は工業の運転資本

にも「安定恐慌」を引き起こしたが，それ以上

の成功をもたらし約10億マルクの黒字を計上さ

せた。1925年の連邦政府と邦および自治体の総

支出は社会保険や賠償支払いを含めて173億マ

ルク，国民所得の約31．9％に達した。これは
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1913年の84億マルク，国民所得の18．9％をはる

かに超える額であった。1929年度の財政収入は

着実に増加したが公共団体の債務総額は増加し

続け1929年には60億マルクに増加した。

　このように調達された支出は経済的にばかり

でなく経済以外の価値ももっているのである。

これは，経済体系に行き過ぎや資本を産業から

引き抜き資本蓄積を阻害する，公共団体の消費

過剰という事例の一つである。このような窮乏

化過程は「消費景気」Konsum－Konjunkturとド

イツ人が呼んだ事態をもたらした。この事態を

経済学者は正常な過程と呼ぶこともできるし，

激しい崩壊をともなう「インフレーション」に

終わるかもしれない。崩壊が現れる仕方も，そ

れ以前の政策の効果も外国の資本輸入，残高流

入によって決まった。「制限」Restriktionが命

じられ，「インフレーション」が1924年ライヒ

スバンクによって中断させられたとき，外国信

用にたいする需要が現れた。イギリスの銀行は

1925年対外貸し付け禁止によるドイツ証券の公

募を禁じられていたけれども，ドース案が通過

するやドイツに対する融資を開始し，1924年に

10年間の民間貸し付け，プルーデンシャル・イ

ンシュ．ランス＝ノース・ジャーマン・ロイドが

融資を決定した。アメリカ資本は賠償公債の発

行後まもなくクルップへの貸し付けを行った。

邦，州，市町村，半公共団体とりわけ電灯電力

会社，公共的・半公共的信用機関，宗教団体，

銀行や工業企業が9％の利率で外国通貨表示の

長期借入機会を利用しようとした。

　しかも借り手たち，会社や銀行の一部は対外

債務に対する官公庁の抵抗のために，金融上の

理由と外国貨幣市場のうち最も近づきやすい市

場から短期的に借り入れた。これらの短期借り

入れば外国通貨で借り入れるときだけ安く借り

入れられたが，ドイツの債務者は1931年まで約

40億マルクを外国の銀行以外の債権者たちから

借り入れた。1930年までに長期外国債は92億マ

ルクまでになり短期外国債は1929年恐慌時の返

済証約149億マルクに達した。その他の対外投

資は60億マルクに達した。この合計額300億マ

ルクから103億マルクの賠償勘定トランス

ファーと25億マルクの利子支払いをした。さら

に対外残高や対外投資と21億マルクあったドイ

ツの金準備の純増加融資にまわした。最後にそ

れはまた7年間に「提供したサーヴィス」30億

マルクを差し引いた後，33億マルクの商品貿易

差額の入超を償った。

　したがって，入超額は貨幣「資本」総流入額

の11％だけ吸収したにすぎない。貨幣「資本」

の3分の2を占める約200億マルクは賠償支払

いとドイツの対外投資に向けられた。しかし賠

償と対外投資とが「外国債から支払われた」と

いうことはこの効果を述べるのには十分でない

ことを強調しておくことが必要である。賠償と

対外投資のために引き当てられた20億マルクか

ら30億マルクについては当てはまる。この範囲

内においてはドイツの経済生活は賠償と対外投

資の効果から救い出され得た。その他の作用様

式はもっと複雑であった。必要とされた額は課

税によって調達されるか，海外に投資しようと

した個人や企業によって支払われたのである。

外国の信用は移転のための為替として作用した

にすぎなかった。この過程を租税支払者は投資

家が借り手の獲得した外国為替を購入して，そ

のマルクを借り手に引き渡し，その外国為替を

外国の政府もしくは外国の資産の売り手に引き

渡すものと想定することによって，概略的に表
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現することができる。賠償と対外投資はこのよ

うに融資されたときドイツの利用可能な資金を

増加も減少もさせなかった。

　しかし外国信用は賠償と対外投資の両方から

生じた所得，価格および商品貿易差額の一切の

調整を妨げ本来の経路と違った経路をたどらせ

た。

　こうしてドイツの景気動向は外国資金の流入

の割合に依存させられることになった。外国の

諸銀行が間接にドイツの投資や経常的な操業に

融資していたので，ドイツの中央銀行政策は無

効になった。消費景気は強力に推し進められ，

小さな刺激によっても崩壊する危険にさらされ

るような金融情勢を作り出した。

　さらに興味を引くのはドイツ国内事業の融資

した仕方の問題である。企業が借り入れられた

のは，税金が固定資本や運転資本に向けられた

はずのものまで吸い上げたからである。企業が

外国から借り入れたのは，税金が貯蓄者の資力

を減じ，公共支出がドイツの金融機関の貸し付

け能力（信用創造）を弱めたからであった。と

くに短期の信用状況に対する課税や公共支出の

責任が重い。1928年に外国の短期信用は130億

マルクないし140億マルクに達し，ドイツの海

外残高45億マルクと，ドイツの対外取引の経常

融資のための信用（約30憶マルク）とを差し引

いて，最も困難な信用は60億マルク程度ある。

もし全公共支出が1925年の水準に保たれ，余剰

が公開市場で貸し付けられ，所得税や法人税が

引き下げられ，しかも利子率と物価が正常に変

動したなら，消費景気は起こらなかったと考え

られるが，消費者の厚生がだからといって短期

的にではあっても損なわれたとはいえないはず

である。ここに市町村の外国からの借り入れを

挿入し，事業会社の支出が商業的意味で非生産

的であったという事実を考慮すると20年代後半

の特殊なドイツの好況や経済的崩壊のドイツ的

特殊性の多くが説明可能となる。

3．戦後のイギリスの状況

　イギリスの戦後の状況は1815年の状況と比較

するのが有益である。国債は双方の場合に同じ

ほど重要であり，通貨の減価や租税負担も同じ

ほどであった。しかしナポレオン戦争は商工業

の活気ある膨脹の時代であったのに対して，第

一次世界大戦は破壊された産業と，対外投資の

喪失を回復するのに10年以上もかかる傷をイギ

リスに残したという点で，二つの場合は異な

る。政治的・経済的地位は二つの場合とも獲得

されたが，第一次大戦後その地位は著しく弱く

なった。とくに石炭，綿織物，造船業が衰退した。

　そういう事態の中で，イギリスが1918年に第

一次世界大戦後の諸問題に立ち向かった姿勢は

1815年に立ち向かったのと奇妙に似ていた。双

方とも，平価での金本位復帰が支配的見解に

なっていた。1918年に任命されたカンリフ委員

会の報告は地金報告の著者たちと基本的原理と

いう点で共通していた。1億5000万ポンドの金

準備の蓄積と紙幣流通額の漸次的縮小とによっ

て達成されるべき戦前平価での金本位の迅速な

再建を勧告することによるカンリフ委員会報告

は当時の支配的見解と一致していた。民間勘定

に対する自由鋳造を伴うことなしにではある

が。

　しかし金本位復帰への決定は基本的に道理に

適わなかったし，金本位一般の長所や世界の代

表的銀行業としてのイギリスの特殊な立場はも

はや主張し得ない状況にあった。国家の威信と
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名誉という政治的信念と経済的状況は著しく乖

離していた。つぎに公衆やこの政策に賛成して

いた労働者層は短期的にもたらすはずの犠牲に

気づいていなかった。

　「デフレーション」，取引量の減少に対応し

ない流通手段量の減少という意味でのデフレー

ション政策が試みられたが，反対に遭遇してデ

フレーション政策が放棄された。戦費を支払う

以上に政府が行ったことは流通紙幣の流通高を

減少させたことだけあった。イングランド銀行

は金を蓄積する努力を続けた。鋳貨と地金の在

庫高は1922年にわずか減ったが1925年にはカン

リフ委員会の目標額にほぼ達した。同年末1億

460万ポンドに達し，1926年にはこの目標を越

えた。流通紙幣は1927年まで歩調をあわせて動

いた。その他の証券は1924年，1925年には1919

年の水準であった。その他の預金は1919年から

1921年まで水準は下げなかったが激しく変動し

た。手形交換高総額はロンドン手形交換所加盟

銀行預金が増加していた1921年に減少し始めた

が1923年回復に向かった。

　ポンドは動くままに任せられた。アメリカの

為替相場の釘付けが外されるとポンドは下落し

始め，割引は1920年最高点からくらべて，34．5

％でディスカウントした。しかしこの回復は早

く1924年には，ディスカウントは10％までに

なった。この回復は政府やイングランド銀行の

とった実際の政策によるものではなかった。国

際的減少としての物価水準の下落によっても説

明できない。

　全世界はイギリスが戦前の平価に復帰するも

のと期待し，ポンド為替を買っていた。金がポ

ンドに応じて国際的に下落するという漠然とし

た期待をもっていた。国内情勢は楽観主義を許

さなかった。戦前の平価で金本位を回復すると

いう期待は問題外であった。しかし技術的成功

は容易に達成可能な状態にあった。

　短期残高は利益を上げる目的でイギリスに集

中しポンドは1924年平価に1．5％下回るまでに

なった。唯一の困難は平価が実現したときに生

じると考えられた危険な予想圧力であった。投

機がポンドと換金してポンドを引き上げるから

である。この危険に対して防御処置が取られ

た。アメリカの信用が必要となれば防御処置と

なった。第二の防御処置が5％の公定歩合であ

り，イングランド銀行はそれを実行に移すのに

は慎重であった。第三の防御処置がぎりぎりま

でポンドを下げたままに据え置くことであっ

た。これは表向きは対米債務に役立てる目的

で，外国為替を買い占めることによって実行さ

れた。

　このような目標が明確にされると，これらの

政策は技術的成功を達成したばかりでなく，経

済組織の動揺や崩壊を最小にしたと考える「べき

であろう。金本位機構の巧妙な利用と短期貸し

付け市場の熟練した操作によってイングランド

銀行の政策は微妙な状況を最善に利用した。そ

れにもかかわらず金本位条例は真の困難の終り

ではなく，始まりであった。新条例は新らしい

金本位が金の流出によって維持されがたく，挫

折せざるを得ないものであった。

　ナポレオン戦争後の事態の推移，第一次世界

大戦後の事態の推移との違いは次の点である。

当時，貨幣政策による物価水準と所得の思い

切った再調整は可能であったろうが，国民経済

の活発な発展がそれを不必要にした。第一次世

界大戦はそれに対比される発展は存在しない

し，貨幣政策による再調整は必要であったろう
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が不可能であった。

　実質上同一の貨幣政策が違った結果をもたら

した。純粋に貨幣的な種類の困難をナポレオン

戦争後のイギリス経済は経験しなかったのに対

し，第一次世界大戦後のイギリスはこの困難に

直面し結局この困難を克服できなかった。

　イギリスでは最高の能率の資本主義のエンジ

ンをはたらかせる体制や環境を破壊するにちが

いない根本的な社会的変化が，ロシア以外には

ない仕方で，進行した。イギリス議会が1816年

と1918年に所得税に関する政策を変えたことに

示されている。財政政策もイギリスでのこの歴

史的変化以外のことを示すものではない。イギ

リスは富の移転に伴う革命的ともいえる出来事

を革命という手段以外で遂行した。法的継続性

の中で，また政治的階層の継続性の中で，旧階

層は根本的に新しい事態や原理を受け入れて

いった。前世紀，まだ農業上の利益が支配的で

あった中で，穀物の自由化を推進し，数世代を

通じて全くブルジョワジーの観点から内外政策

を推進した。保守党はイギリスを労働本位制の

下で運営することさえいとわなかった。

　同様の事が第一次世界大戦後も生じたのであ

り，保守的気分で戦争から脱出し，保守党に政

権を任した。労働党も政権を握ろうが握るまい

が，歴史的進路から乖離させるような政策は何

もしなかった。とくに財政政策に関して労働党

は政党的な観点からしてきわめて「健全」で

あった。

　戦時金融もまた古典的な方向に沿っていた。

連立政府の戦後予算は乱費のかどで批判され

た。しかし理論的にはこの批判は当たらない。

戦時支出の増加が，「増加率」で幾何級数的比

率で増加する場合を除けば，戦時支出の支払い

の早さがスランプ状態に影響を与えたとは考え

られないからである。政府支出は1913－14年支

出の約4倍の高さの水準にあったがこれは正常

値と見なしてよいものであった。超過利潤税は

廃止された。所得税は1918年から1919年の一ポ

ンドあたり72ペンスから1925年から1926年の48

ペンスに均一に引き下げられた。財政勘定によ

る政府歳出は8億2，610万ポンドで歳入は8億

1，210万ポンドであり，減債に当てられた5，000

万ポンドを差し引くと赤字が黒字になることが

解る。これは財政収支がほぼ均衡していた1913

年から1914年にかけての約1億9，800万ポンド

と対比される。大英帝国と北アイルランドの住

民の貨幣所得額が両年度約2倍程度であったの

に対し，財政収入総額は資本主義が損なわれて

いなかった1913－1914年度額の約3．4倍になっ

たことを記憶すべきであろう。ドイツの公共支

出とちがって，イギリスの支出は，とくに恒常

的部分では収入はあまり超過せず安定的であっ

た。政府，地方および社会保険は総合収入と歳

出勘定ではいつも黒字を計上した。

　とはいうものの，財政政策が貯蓄＝投資過程

に介入してその働きを阻害したことは間違いな

い。税負担が増加したばかりでなく，貯蓄と蓄

積に影響を及ぼす仕方で変化したことを考慮す

るとその影響は明白である。超過利潤税と法人

事業税を無視しても，相続税と所得税は1913－

1914年に約7，450万ポンドであったのに対し

1925－1926年には約3億8，900万ポンドになっ

た。この租税支払い者の消費支出は確かに切り

詰められたけれどもその三分の二は貯蓄引き出

しがら賄われたものと見なされよう。

　このことの意味するものは，第一に比較的に

わずかであっても無視できない額が事業一下
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業，空輸，海運，炭坑業，こん菜糖その他の産

業一への補助金に支出されたという理由に

よっては弱められない。第二に支出が「生産性

を増加させた」という事によっても変わるもの

ではない。1912－1913年の約1，600万ポンド，

1925－1926年の約7，200万ポンドは社会改良政

策のための費用であった。環境改善もそのため

の税金の効果と混同すべきもではない。第三に

59億ポンド，これは国内の国債が戦争の結果増

加した額なのだが，これに対する課税はそれが

「単なる移転」を行なうものにすぎないという

理由で無視することはできない。

　この財政政策はドイツの場合と似かよった仕

方で外国短期残高に頼ることをよぎなくさせ

た。ドイツとちがってイギリスの短期借入の一

部は長期の対外貸し付けと結び付いている。と

はいえ，もし課税が潜在的貯蓄にかくも深く食

い込まなかったなら，外国残高の流入はもっと

少なかっただろうし，金利も現実のものと違っ

たものになっていたであろう。

　そして，イギリスの状況の他の国との違い

は，どの国にもまして，イギリスに特殊な事情

によって左右された。たとえば炭坑業を不況に

陥れた革新や，綿織物業を不況に陥れたインド

の土着資本主義の台頭，銀行，海運，保険の分

野でのイギリスのこうむった国際的損失はイギ

リスの経済事情を恒久的に変化させた。イギリ

スの国内的環境も国際的環境も新重商主義時代

においては幾何級数的比率で変化していρたの

である。あらゆる政策が根本的な変化を要求し

た。

4．戦後アメリカの状況

アメリカの周知の「債権国ρ地位を引き受け

ることの拒否」という問題はどう考えるべき

か。アメリカのヨーロッパへの資本輸出は約50

億ドルに達し，アメリカの請求権を強め，ヨー

ロッパの再建に役立った。世界恐慌を生み出し

たのはこの機構ではなく，この機構を崩壊させ

たのが世界恐慌であった．アメリカの1928年は

「好況の高原」の最後の1年間をなすが，この

間の国際収支は次のごとくであった。当時の

ヨーロッパへの商品輸出は23億4200万ドルであ

り，ヨーロッパからの商品やサーヴィス輸入に

移民と旅行者の支出を加えたものは，20億ドル

であった。3億から4億ドルの純債権と戦債勘

定で受け取られた支払金2億ドルおよび利子・

配当金からの純収入合計6億ドルは信用によっ

て支払われたはずである。アメリカの貨幣用の

金総額は1927年と28年において減少していたか

らである。1929年最高額に近づきつつあった短

期資本流入が事態を面倒にしたことは事実であ

る。しかしこの程度の額は恐慌がなければ問題

なかったであろう。3億程度の商品収支調整は

保護主義的世界でも可能であったろう。輸出は

アメリカに深刻な打撃を与えることなしに低下

させ得たであろうし，再投資で残額を吸収し得

たであろう。このような調整を妨げ，解決不能

にしたものこそ恐慌であった。アメリカは世界

恐慌まで資本主義機構を運営するに適した国で

あり，資本主義過程の論理と結びついた行動原

理からの乖離は旧観念を新しい事態に対応させ

ることに失敗したことによるのであって「アメ

リカの新しい債権国の立場の意味するものをひ

きうけることの拒否」も資本主義過程の行動原

理の否定からきたものではなかった。

　アメリカ政府の財政政策はどうであったか。

連邦政府は古い意味での「健全な」財政政策を
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追求しつつあった。連邦政府はたんに超過利潤

税を除去するだけでなく，減税をも行った。国

債を縮減し，経費節減に着手した。所得10万ド

ルまでは所得税ばヨーロッパのどこよりも低い

水準まで引き下げた。政府は戦時の統制，規

制，組織の大部分を迅速に廃止し，国内の社会

的，経済的構造上への干渉を差し控え，海外の

紛糾に関わらないようにし，民間事業に有利な

環境を作り出した。

　ただここで課税の効果を分析しておくことが

必要である。課税体系が資本主義の成功に対す

る敵対的な雰囲気によって運営されるのと区別

した，課税そのものの効果の分析である。たと

えば一商品の生産量と販売量に課された特別税

のような間接税の効果については比較的広範な

意見の一致があるから分析には好都合である。

不完全競争，予想についての彫琢されてきた理

論によって改良されてきた。しかしこれらの理

論は前提をもっているがその前提は小額の課税

と重要性の少ない個別的商品に限定される。こ

のことの技術的理由は実際生活の中に根拠を

もっている。租税が微積分による解析的処理を

行なえるほどの小額の場合はいつでも，租税が

あまりに小額すぎて，企業や家計の収支計画に

反映されるような経済行動の基本的輪郭に影響

を及ぼすことはできないし，したがって経済過

程一般や発展の循環過程に恒久的に妨害を加え

ることはできない。

　そしてヨリ広い意味で小額ではない税の大部

分はこの方法では処理できない。なぜなら経済

体系のいっそうの波及，ヨリ基本的な変化，貨

幣・信用の領域からの，またこれらの領域を通

じての反作用が考慮されなければならないから

である。他方で景気過程の諸結果，たとえば資

本主義機構の作用に依存する限りにおいて大衆

の生活水準の着実な上昇を妨害する。

　しかしこの点を境にして意見は別れてくる。

現代の財政問題は，近代国家の必要とする歳入

額に根拠を持つのでなく，一般的な道徳的価値

判断によって，歳入額が重税によって徴収され

る傾向をもっている。経済体系の電解を最小に

しょうとする意図を持たないばかりか，撹乱を

考慮することなく，あるばあいには撹乱を極大

にする意図さえ感じさせる仕方で，重税化が推

し進められる。課税はヨリ効果的な，総産出高

の発展にとっての重要性に関係づけられる。高

率で，極端に累進的な所得税，概念を明確にす

るために，最高位階層や比較的高位に属する納

税者の大多数の中の25％を越える層を考えてい

る。所得は貯蓄を含むように定義されるのであ

り，所得税は多額の法人税や高率で高度に累進

的な相続税によって補足される。

　第一に機械的効果と呼んでよいものがある。

そのなかで最も重要なのが，民間貯蓄と蓄積と

の総計額におよぼす効果である。租税は負の貯

蓄や負の投資さえ強いるかもしれないが，一般

的には，一部は収入から支払われるだろう。こ

れは再び同じ人々による，または徴収された税

額の最終の受取人である人々による追加的貯蓄

によって部分的に埋め合わされるという結論を

生む。比較的高所得に対する高率の課税の正味

の効果は国民総貯蓄額を減少させるだろうと考

えられてきた。したがって租税が「進歩」や

「産業能率」にどのように影響するかは，民間

貯蓄の重要性やその作用の仕方によるのであ

る。

　第二に機械的でない効果，動機や態度を通じ

ての効果がある。純稼得額にたいする税はどれ
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も，ある一定のことを「やるか，やらないか」

をきめる選択の秤を狂わせる傾向がある。事業

運営や事業計画は，目標，野望およびその論理

にかなった社会的価値の制度的枠の中で企てら

れるので，長期的にはその計画の成功に対する

報酬に依存する。それゆえ，あまりに高額の租

税は，利潤動機，封建社会とブルジョワ社会と

の双方における家族の地位を引き上げようとす

る動機を鈍らせる。

　利潤動機一般ついては，利潤の個々の受領者

の努力を喚起するに必要な額を越える利益を課

税で以て取り去り，社会が「適当」な報酬と考

えるものにわずか課税する政策は，それが努力

の総量に影響しないなら，経営者や企業家の所

得の総額の増加を伴うにちがいない。高額の，

幻想を抱かせる額の賞金の存在は，同一額がヨ

リ均等に事業家たちの間に分配される場合より

もヨリ刺激的であるからである。

　家族の地位という言葉に表現され，近代型の

相続税によって取り去られる利潤と利潤動機に

ついては，高率の相続税が「静態的な」富に対

する課税だから，産業的「進歩」，すなわち新

しい富の創造に，影響しないと考えるのは物ご

との本質を理解し得ない最たるものである。蓄

積の産業能率に対してあれほど考慮を払いなが

ら，企業活動の動機や行動様式に考慮を払わな

いことがあまりに多い。利子率のわずかな変動

にあれほど神経質になり，保護主義や補助金の

重要さについて考察しながら，高率課税が産出

高の規模や「進歩」に及ぼす影響を無視し，高

税率が資本主義機構の作用形態に何の影響も及

ぼさないかのごとく振る舞うこと1ま全くナンセ

ンス以外なにものでもない。しかしこのような

ナンセンスさが実際に生じたのである。

5．1920年代のイノベーション

　農業と建築

　農業は両コンドラチェフの不況段階中に長引

いた農業不況を示したが，コンドラチェフ下降

期の一定の特徴が農業界全体に不況状態をもた

らす傾向があり，農業上の革新は農業界の諸部

門に一般的な農業不況の姿を作りだすほどに，

重要な不況状態をもたらす傾向があるが，第一

次世界大戦後生じたこともこれであった。

　農業価格の下落は相対価格の下落ではなく絶

対価格の下落であった。一般物価水準下落の一

要因であった。この下落は景気循環下降期の機

構，とくにコンドラチェフの下降期の機構の一

部である。

　しかしアメリカとイギリスの農業は，ナポレ

オン戦争後やアメリカ南北戦争後と同じように

コンドラチェフ後退期や不況期の正常な物価水

準の下落でなく，第一次世界大戦中の騰貴の物

価のはげしい反動に直面しなければならなかっ

た。農業は内燃機関，特殊農業機械，電力およ

び早寒設備，新肥料のようなイノベーションに

巻き込まれた産業であった。これらのイノベー

ションは景気循環下降期には経済体系全体を征

服したが，農業全体のイノベーションのもっと

も重要なものを構成する立地変動を引き起こ

し，多くの部門で生産費の引き下げをもたらし

た。革新が人類の食料問題を決定的に解決した

が，農業生産者の多くを犠牲にした。さらに戦

争によって諸外国との競争，収穫，需要状態，

国際的障壁が農業に厳しさを増していった。

　ドイツではインフレーションが農業負債を

1913年175億マルクから27億マルクに引き下げ

たが，この額は抵当債の評価換えから生じたも
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のである。しかしそれは再び急速に増加した。

1926年までに負債は37億金マルク，1930年には

76億6，000マルクに達した。一時借入金と評価

換抵当債20億金マルクを加えると120億から130

億金マルクの負債と10億をこえる利子費用にな

る。

　ドイツは戦争で損害を受けた。負債原因は東

部の大領地でより大であった。高賃金と租税の

ために打撃を受け，投資を必要とする新方法の

採用，土地所有者の生活標準が小農階層より適

応性に乏しかったこと，割高な貸し付けが公

的・私的資金から迅速に提供され，全土地所有

の78％以上が西部で借金し，東部では90％が借

金した。

　1912－1914年平均して93マルクであった1ヘ

クタール当たり純収益は1924－1925年3マル

ク，1925－1926年では18マルクであった。収益

は租税と利子を辛うじて償う水準であった。抵

当流れは1931年まで上昇し続けた。1925年目イ

ツ農業は100ヘクタールを越えても完全には機

械化されていなかった。全穀物の1911－1913年

よりも1924－1928年により低く，農業用地は減

少した。消費者習慣の変化は大きくなかった。

肉類，酪農品，果実および野菜需要は増大した

が，パン用穀物消費の減少がライ麦から小麦の

変換へと結びついた。これがドイツ穀物生産の

不況と結びついた。ドイツ農業のもっとも主要

な生産物は，生産費と租税負担額を償うことが

できなかった。とくにコンドラチェフ下降期に

アメリカ農業との競争，ドイツ東方・東南方諸

国の低廉な労働がドイツ農業を困難な状況に追

い込み，急速に増大する債務利払いや，近代国

家の賃金率や税負担に耐ええなくした。生産費

が破壊作用を及ぼした。公共政策は，保護政策

によってこの帰結を避けようとした。取引独占

としての禁止，鉄道運賃の引き下げ，補助金の

動員，「国内植民」政策による大領有地の小保

有地への分割等である。世界恐慌までこの事態

が進行した。

　イングランドとウェールズでは国内農業の市

場生産高の総：価格が1925年に2億2，500万ポン

ドで消費額の3分の1以下であった。この生産

額の3分の2は動物生産物の価額であり，4分

の1以下が穀物と馬鈴薯の価額であった。総耕

作面積は戦時中増加しなかった。農業所得は

1920－21年上昇し（5，400万ポンド），1922－23

年減少し（2，060万ポンド），その後1929年目で

安定的であった（約2，400万ポンド）。負債の危

険がなかったので手のつけられないものはな

かった。投資は低水準であり，中規模農場はよ

く持ちこたえた。

　アメリカでは農業経済局の農産物受け取り価

格指数は1915－19年まで109％騰貴し，農家購

入商品の指数は1920年までに94％騰貴した。

1920年わずかに下落し，1921年目は戦前の数字

の116％にまで下落したが，農場価格指数は迅

速に回復し，1925年には147％に達した。その

後手指数は世界恐慌前夜までわずかの下降「趨

勢」をたどりながら上下した。この動向は農業

債務の動向と関連している。1925年農業抵当総

額は増加し約93億6，000万ドルに達し1918年に

は94億6，000万ドルであった。短期債の長期借

入の結果であり，それは拡張と機械化の結果で

あった。1926年以降，世界恐慌まで不生産的負

債の圧力が強まった。

　アメリカ農業もイノベーションを経験した。

農業の改善の多くはコンドラチェフ下降期の特

徴である消費財の大増加を生み出し，農業景気
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をもたらした。開墾，排水，灌概そして集約的

栽培がなされた。トラック，トラクターや穀物

栽培に導入された機械化，電力使用が広がっ

た。1920－30年までに貨物自動車は13万9，000

台から90万台に増加，トラクターは24万6，000

台から92万台に増加した。トラクターは耕うん

機と播種床準備とを結合し，機械化を推し進め

た。コンドラチェフ下降期に特徴的な「誘発的

発展」が農業イノベーションをもたらした。

　綿花と小麦について考察する必要がある。綿

花の輸出量は1922－24年にかけて戦争直前の数

年間の平均を下回っていたが，1924－29年にか

けて増大し，輸出額は1921－25年にかけて急激

に上昇しその後低下した。世界におけるアメリ

カの綿花の役割は低下し，大不況によって爆発

することになった。小麦は戦前にアメリカの生

産が世界市場でのカナダやアルゼンチンとの競

争激化に直面したが好都合な需要によって相殺

された。戦後は，人口は増加したが一人当たり

の消費は減少した。人ロ増加が総消費を増加さ

せ戦前よりも15％高く保った。外国需要は戦時

ならびに緊急時の信用停止後低下し，1926年以

降輸出量は絶えず低下した。小麦の生産は技術

革新によって不均衡な拡張を強いた。モンタ

ナ，カンサス，ネブラスカ，テキサスは増加し

た。しかし南部と東部の栽培面積は減少した。

大平原地帯での機械化，とりわけトラクターと

組み合わせ式脱穀機の活用によって1ブシェル

当たり60セント以下で収益を上げることができ

た。それ以外の地域では「競争による打倒の過

程」が働いた。

建築ブームについて

ドイツでは戦時中民間で融資された建設は

1910年ないし1913年平均の5分の1以下であっ

た。インフレーション期間中は「実質価値への

逃避」のための建設への刺激があったが，「気

違いじみた」インフレーション期間中は作用し

なくなった。商業用・工業用建築は1924年置12

億3，000万マルクから1925年の21億6，000万マル

ク，1926年の低下，1927年回復，1928年30億と

いう頂上に達した。1924年ないし1929年の総額

は134億5，000万マルクであった。公共建築は同

じような動向を示したが1930年には営業用建築

より激しく低下した。住宅建築は補助金を与え

られた。1928年まで大建築ブームが起こり，34

億マルクになった。この期間の総計は400億マ

ルクであって住宅建築が140億占めた。この額

は経済回復をもたらすのに失敗した。

　イギリスに大建築ブームが開始したのは1932

年になってからであった。このブームは，ナポ

レオン戦争後の30年間の繊維工業の発展が衣料

問題を解決し，第一次世界大戦後の農業の発展

が大衆の食料問題を解決したという意味で，住

宅問題を解決するはずであった。

　コンドラチェフ下降期の一般状態は，他の事

情が変わらなければ，イギリスにおいても住宅

ブームの発生にとって好都合であったろう。

1912年と1913年には，90年代に始まったブーム

にひきつづいて，このようなブームが実際に発

展しようとしていたように見えた。戦後になっ

て繰延需要があった。結婚数も増加した。しか

し他の需要は同じでなく，コンドラチェフ下降

期の一つの特徴は実現しなかった。少なくとも

1924年までは，一人当たり実質所得は10年前に

比べて高くなかった。したがって建築は，生産

費の高騰によって阻止され，1919年にはほとん

ど回復しなかった。戦争中に実施され戦後にも
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継続された家賃統制はドイツの場合よりも事務

的に処理された。民間企業，とりわけ大規模な

民間企業は阻止されるよりも，むしろこの目’的

のために利用され，公的活動と私的活動との有

効な混合が実験的に始められた。次に，この政

策の30年代のブームに対する貢献の一つは，そ

れが建築業をその任務につかせるべく訓練する

と共に，同時により良い住宅のために支払う能

力のある民衆の欲望が刺激されることにあった

のである。最後に実際の動機や言葉の言い回し

はどうあっても，最低層の人々に満足な住宅を

持たせる道は，多数の中間層，熟練工，勤め

人，自由業の比較的下級の人々の世帯に対する

住宅の供給を通じて到達されるということがそ

れであった。中間層ではその所得は費用を償う

のに十分か，またはそれに近く，また必要な信

用の構造を恐慌に耐えられるようにするための

保証は必要であるけれども，財務省にたいして

はほんの軽微な予測し得る犠牲を意味する直接

援助のみを必要とした。

　この政策はチェンバレン法（1923年から1929

年目で存続，1924年金融措置法によって修正）

によって採択された。法律がこの時期の住宅建

築活動のバックボーンを提供した。アディソン

法（1919年，1921年，制限的修正）は，住宅建

築の仕事を地方当局に託し，それに損失保証す

ることによって，その運動を出発させた。しか

し，その仕事を実際に行ったのはチェンバレン

補助金であった。これらの措置は，財務省に対

して，二二1，300万ポンドを越えない負担をか

けたが，その効果は，年間の建築件数を1924年

までに，戦前の最後の10年間の年平均以上に高

め，1926－27年には，見積価格78ポンド，ロン

ドン市部で105ポンド以上の家屋を除き，27万

3，230まで高めた。全部で推定費用6億7，100万

ポンド，117万7，863戸が補助金で新築された。

そのうち75万6，298戸，費用4億1，900万ポンド

は地方当局によるものであり，残りは民間企業

によるものであった。これらの補助金は1928年

以降減少し，最後にスラムー掃（1930年）によ

る，最低層問題に対する直接攻撃のために，

1933年の住宅法によって廃止された。しかしそ

のときまでに補助金をうけない建築拡大の条件

が整い始め1931を通じて増加し始めた。18世紀

の最後の10年間にまでさかのぼる歴史をもち，

各種の公共政策に助けられて19世紀の80年代以

降いちじるしく発展した建築組合は，1919年の

7，730万ポンドから1929年には3億1，270万ポン

ドにまで増加させた。建築組合が業務の指導を

したが，保険会社がその競争相手であり，イギ

リスの富の移転に貢献した。

　アメリカにおいては1929年の建設全国調査に

よる記述，建築支出旧約5，800ドル毎に一人当

たり一年間の完全雇用を与えるであろうという

記述を承認するなら，建築材料生産や輸送に

よって作り出された雇用やその他の補助産業に

おける雇用および第二次的効果を通じて得られ

るあらゆる産業における雇用を考慮すると，建

築が戦後取引量の主要な貢献者であったという

ことがいえる。建築ブーム，とりわけ住宅建

設，公共建設，公益企業建設のブームは，さき

だつ両コンドラチェフ循環の下降期に起こっ

た。イギリスでは1920年代に，イギリス，ドイ

ツ，アメリカとも1873年以前に，アメリカでは

1878年ないし1894年におこった。

　住宅建築の場合，コンドラチェフ下降期なら

びに回復期，より正確にはコンドラチェフ下降

期ならびに回復期中に進行するヨリ短期り循環
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の好況段階に支配する一般的条件が，好況期に

支配する一般的条件よりも建築ブームの発生に

とってより一層有利である。利子率の漸次的低

下が重要である。実質所得の高い増加率も重要

である。生計費の漸次的低下をともなう中間層

以下の上昇する貨幣所得がより良い住宅への新

需要を生み出す。建築業とその補助産業革新も

重要である。コンドラチェフ後退期に普及しや

すいからである。コンドラチェフ好況期に起こ

る地代の高騰は追加的刺激を与える。最後に産

業発展は一般に産業移動を意味し，そのうえ地

方から都市への移動を引き起こすが，この移動

がコンドラチェフ後退期中に用意する建設にた

いするし需要を生み出す。

　アメリカでは戦争はドイツとイギリスのよう

には住宅建築にも他の建築にも妨害を与えな

かった。アメリカでは1918年短命のブームが起

こり，建築費は高騰した。続いて建築活動と建

築費の急激な低下が起こり，1923年以降住宅建

築の戦後ブームが進行する事になった。1924年

後退が生じ，1925年絶頂を経験，それから1927

年まで下降が起こった。1928年もう一つの絶頂

が起こった。その後1933年まで低落が続いた。

　アメリカでは1920年から1929年の間，1921年

の移民制限法にもかかわらず，1，500万人増加、

した。またかなりの国内移住もあった。あらゆ

る階層での実質所得の上昇は有効需要を強め

た。建築組合と貸し付け組合が約78億，商業銀

行が約52億，相互貯蓄銀行が51億，生命保険会

社が48億，抵当証券が40億ドル以上貸し付け

た。低金利政策が有効に作用した。されに革新

が手を貸した。強化コンクリート使用，電気エ

レベーターの施工可能性に基づく鉄骨建築が90

年代以来，新しい可能性を作り出し，コンドラ

チェフ上昇となった。戦後の下降期にこの革新

は「誘発的」革新によって改善を加えられ，ア

パートをアメリカのブルジョワ家族にとって好

ましいものにした生活習慣の変化にともなって

普及した。組み立て家屋の拡大，無限軌道の階

段，ベルト運搬機，バケツ運搬機によっ改善さ

れた動力ショベルによる地下室の掘削，動力起

重機，動力コンクリート・モルタル撹拝機，真

空打兵機の使用は，急速に普及し，標準化され

機械化された家屋の大量生産を可能にした。

　商業用建築は，1927年まで上昇し1929年にも

増大した。1922年から1929年までの契約高総額

は約67億ドルであってその増加率は住宅建築を

上回った。工業用建築は契約高総額約48億ドル

であった。査定済み契約高の総計の3分の1以

上（約490億ドル）は公共建設，公共機関建設

および公益企業建設の部類に入る。

　1920年忌の革新のパターン

　ドイツではインフレーション以降の時期の産

業過程を記述するのに「合理化」という言葉が

使われた。それはあらゆる階級によって支持さ

れ連邦政府によって奨励された全国家的標語で

あった。そしてコンドラチェフ下降期の発展を

表現するのにも最適である。以前に確立され，

経済の進行過程で次第に改善された方向と原理

に基づいて，技術的・組織的革新の現在の可能

性について追求し，強制的に最大限の開発，能

率増進を求めての全産業構造の修正をしつつ，

生産費の各項目を効率的にするために組織的に

取り組む努力である。ドイツ産業の全部門にお

いて戦後の歴史において知られていたことが中

心であり，根本的に新しいものは少なかった。

もっとも重要なものは合成窒素の大規模生産，
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戦時期から始まったアルミニウムの生産，商業

ベースではラジオ及び航空機であった。電力生

産はインフレーションの時期中にさえ強力に発

展し1925年には203億キロワット時，1929年に

は307キロワット時に達した。総投資額は1925

年ないし1929年20億マルク程であった。電気器

具工業の生産高は1925年21億マルクから1927年

27億マルクに上がった。この時期ジーメンスと

ジェネラル・エレクトリックはその基盤を確立

した。

　機械工業は1913年27億マルクの生産物を生産

した。1925－29年までの産出量と質の進歩は早

かった。これは偉大な企業的成功の結果であ

る。光学器具，医療器具，写真用機械器具等を

製造する工業の発展があった。とくに自動車工

業は1927年まで沈滞した。工業自体を近代化す

ることの無能力によるものであった。戦前には

国際的先導者のなかに入っていた旧企業は死滅

し，ドイツ国内にジェネラル・モーターズが工

場を獲得し，フォードが工場を新設したことに

よって国内の進歩が確保された。

　機械化，立地上最適のより大規模な単位への

生産の集中，電気冶金の進歩，生産物の標準

化，熱や動力利用の改善は，鉱業や重工業の典

型的に誘発された発展の特徴である。インフ

レーションがコンドラチェフの好況期中に進行

していた企業合同運動に大きな影響を与えた。

諸会社の勢力範囲を切断し，原料間もしくは生

産の二段階間の関係を変えさせた領土の喪失と

いうことも企業の方向転換を必要とさせた。ス

ティンネス会社の瓦解，ジーメンス＝ラインエ

ルベ＝ユニオンの解体は「会社恐慌」とよばれ

た。クルップ，シュトゥム，ロムバッハのよう

な会社さえも損害を被むつた．通常のカルテ

ル，国際カルテル，公共当局による規制（強制

カルテルZwa丑gssyndizierung）が取られた。

　鉄鋼について見たとき，全世界にわたる製品

の改良とより経済的利用の両者と結びついた生

産能力の大きな拡大のお陰で考えつかれた国際

的規制の一例として考察するのに役立つ。数量

だけでも1925年ないし1928年にわたってつづい

た上昇期を反映して，・鉄は15％，鋼は20％増加

した。ドイツの鋼鉄生産は1925年には1，200万

トンたらずから1927年11，600万トンを越えた。

このような発展が産業内部から企業者の努力に

よって「組織的合理化」を生み出した。

　戦後の特許喪失の引き起こした問題を解決し

た化学工業は，化学製品のマルク生産高を1924

年から1928年までに33％増加させ，輸出は1926

年までに10億マルクを越えた。レーヨン工業は

この期間中決定的に発展し，その消費は1925－

27年の間2倍になった。1927年際立った上昇を

示した。

　イギリスの産業はイギリス経済が戦争の影響

を強く受け，経済的に自由な活動が困難になっ

たことの影響をこうむった。イギリスの輸出貿

易は1921年の急落から回復はしたものの1913年

の物的数量には達しなかった。その中で顕著な

先導者一電気，化学，自動車一の役割は明

瞭である。自動車工業は，マッケナ関税や道路

建設に助けられて，ドイツの場合よりもうまく

ゆき，イギリスの新産業構造に著しく貢献し

た。わずか4万台の自家用車と商業車が生産さ

れた1921年以来，生産高は次第に高まり，1927

年には20万9，000台目までになった。1923年に

低廉な自動車の大量生産と共に新しい発展が始

まった。

　自動車，航空機等の拡大する産業は鋼鉄に対
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する新需要を生み出した。しかし鉄鋼業は，石

炭や綿繊維とならんで苦境に立った。戦時中の

拡張，造船業の不振，海外市場の喪失が鉄鋼の

低価格を強いた。

　電気は経済発展の起点となり，推進力となっ

た。大英帝国の公共供給組織の産出高を25億キ

ロワット時からこの時期の終りの110億キロ

ワットまで増加させた。私的企業は電気技術工

業の発展に対してだけ推進力となり，先導し

た。電力の開発では国家が先導的役割をはたし

た。私的企業が電力の開発に失敗したこと，公

共機関がそこに介入して技術的にも経済的にも

成功に導いた事による。

　アメリカでは電気，自動車および化学の分野

でのできごとが，戦前の20年間に築かれた基礎

から生じたところの誘発的な，仕上げの発展を

形づくったものから生じた。しかし航空事業は

1925年以降新しい革新事業として商業的に成功

した。

　動力生産は1919年の389キロワット時から

1929年の970キロワット時以上まで増大した。

そのうち95％は私的資金を調達した企業によっ

て生産され，その半分以上はジェネラル・エレ

クトリック，インサル，テルガン，メロン，バ

イレスビー，ドハーティの系列ならびにこれら

のものによって共同に支配されている一ダース

の法人によって生産された。水力開発は1924年

ないし1928年の間に，蒸気工場の能力よりも大

きな速度で進歩した。燃料油とガスの利用はア

メリカの特色であった。その他，発電所，高圧

電力地帯の能力増強への傾向が強まった。この

技術的性質から，ガス会社を支配する目的で企

業合同がなされ，持ち株会社という金融的機構

が拡大していった。電力金融は企業系列をすす

め，電力生産部門内部の闘争を調停する目的で

発展していった。この闘争は競争的戦略的地位

を競り合うことを意図し，達成された地理的・

商業的合理化は，負債一クローズト・モー

ゲッジ，オープン・エンド・モーゲッジ，保証

債務一ならびに株式資本の巨大な構造の成長

を伴った。この成長は，電力証券の成長をもた

らし銀行組織を危機に陥れた。電力証券は銀行

の担保物件の中で大きい地位を占め，多くの一

流銀行，ナショナル・シティー，チェーズ・ナ

ショナル，バンカーズ・トラスト，ギャラン

ティー・トラストはその運命を直接に電力事業

と結合させており，最終的な集中化の仲介者と

して働いた。

　自動車工業はコンドラチェフ上昇期と同じよ

うに下降期においても重要な役割を果たし続け

た。部品，タイヤ，車体の生産をふくまない自

動車工場の雇用は，1922年の約25万3，000人か

ら1929年の42万7，500人に増加し，それに対応

する賃金支払額は，約3億9，600万ドルから約

7億7，550万ドルにまで増加した。乗用車登録

数は1895年の4台から1929年万1，589台まで増

加した。世界恐慌中でさえも付属品，給油所，

車庫を含めての自動車小売り，サービス取引総

額，卸売業者による小売り販売は48億3，180万

ドルになる。

　自動車工業との関連で重要な産業として石油

産業とゴム産業が重要である。石油は1865年頃

までに主としてオハイオ，ペンシルバニア，ニ

ヨークに194の精油所ができていた。その後カ

ルフォルニアの発見がつづき，カソリン産業を

産み，石油産業はほとんどガソリン機関の付属

産業になった。1899年には蒸留所での原油の

12．8％だけがガソリン生産に回り，灯用油は
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57．7％であった。原油の生産は1897年から1913

年までに6，000万バーレルからざっと2億5，000

万バーレルに増えた。新しい油田の発見や開発

が，1919年1ガロン当たり0．2411ドルから

0．1178ドルヘガソリン価格の引く†げがあっ

た。1920年には石油やカソリンの価格は著しく

騰貴した。1920年の自動車生産の1918年にくら

べての倍加に続いて起こった。石油証券発行は

1920年から1921年のはじめに絶頂であった。

1921年に石油企業合同があった。

　農工業薬品工業は戦前十分に発展していた

が，有機化学部門の企業はドイツの特許権接収

によって，その後の保護措置によって完全に制

約されていた。それが企業によって1922年まで

に新たな革新が生じた。化学工業全体としての

投資，雇用，賃金支払高，利潤および売上高は

増大し，1929年に最高になった。薬品類，溶

剤，香料，不凍剤，炭化一基塩化物，酸化無水

物，樟脳，樹脂，硝酸塩等の革新があった。支

配と研究の集中と，専門化された大規模工場の

統合が，この工業で目立った。レーヨン工業が

この時期発展した。鉄鋼業，軽合金の発展，ア

ルミニウム工業，銅工業の発展もあった。
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